
「
地
域
の
こ
と
は
地
域
で
」と
国
の
責
任
を
丸
投
げ

住
民
の
負
担
を
増
や
す一括
交
付
金
化

国
民
の
く
ら
し
と
権
利
を
守
る
の
は
国
の
責
任
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政
府
が
進
め
る
「
地
域
主
権
改
革
」。
国
の
責
任
は
外
交
や
防
衛
に

限
定
し
、
福
祉
や
教
育
な
ど
生
活
に
身
近
な
こ
と
は
、
地
方
自
治
体
や

住
民
に
丸
投
げ
で
す
。「
地
域
が
自
主
的
に
決
め
る
」
と
言
っ
て
も
、

財
政
が
な
け
れ
ば
福
祉
や
教
育
な
ど
の
水
準
も
確
保
で
き
ま
せ
ん
。
く

ら
し
や
地
域
に
対
す
る
国
の
責
任
放
棄
は
本
末
転
倒
で
す
。

　

国
の
補
助
金
は
一
括
交
付
金
と
し
て
、
使
い
道
は
地
方
自
治
体
の
判

断
に
任
せ
る
と
言
い
ま
す
。
し
か
し
、
国
の
補
助
金
の
８
割
は
、
福
祉

や
教
育
な
ど
の
水
準
を
確
保
す
る
た
め
の
も
の
。
こ
の
予
算
が
企
業
誘

致
や
大
型
事
業
に
取
ら
れ
れ
ば
、
福
祉
や
教
育
、
生
活
に
身
近
な
施
設

の
整
備
な
ど
は
、
住
民
の
自
己
負
担
と
さ
れ
か
ね
ま
せ
ん
。

　

国
の
責
任
放
棄
の
典
型
が
「
出
先
機
関
の
廃
止
」
で
す
。
国
民
の
く

ら
し
や
雇
用
、
防
災
な
ど
を
支
え
る
国
の
責
任
を
果
た
す
た
め
に
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
や
労
働
基
準
監
督
署
、
整
備
局
、
法
務
局
、
運
輸
局
な
ど

が
全
国
に
配
置
さ
れ
て
い
ま
す
。
憲
法
が
保
障
す
る
基
本
的
人
権
を
確

保
す
る
た
め
に
は
、「
地
域
主
権
改
革
」
で
は
な
く
、
出
先
機
関
の
拡

充
を
は
じ
め
国
の
役
割
発
揮
こ
そ
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
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く
ら
し
も
地
域
も
壊
し
ま
す

「
地
域
主
権
改
革
」は

国の出先機関の廃止・移管でどうなる？
安心・安全



　「地域主権改革」でねらわれている国の出先機関の廃止、地方への移管。
国民の基本的人権、ナショナルミニマム（国民の最低限度の生活や権利）を
国の責任で確保することが出先機関の役割です。廃止したら大変です。

くらしを支える行政サービス・人員の拡充を

国の出先機関は
あなたのくらしを支えています

　日本を北から南につなぐ交通を支える
道路や、国民の飲み水や農業用水を確保
する河川・ダム、輸出入に重要な港湾な
どを財政力の小さな地方に移せば、今で
も十分とは言えない災害復旧や施設の老
朽化を防ぐ維持管理ができなくなります。

　中小企業振興や電力・ガス事業の許認
可・監査、消費者取引の適正化などから
国が手を引けば、地域経済や生活の安心
などに格差がひろがる危険性があります。

重要な道路・河川などは
国の責任による整備や維持
管理が不可欠（地方整備局）

国が責任を持つべき
中小企業振興、電力・ガス
関係業務（経済産業局）

不動産取引などの安全は国が全国的に保証すべき（法務局・地方法務局）

ルール違って大丈夫？　国の規律で安心・安全な情報通信（総合通信局）

　国民の財産や経済取引の安全を図るため、全国一律の処理基準で国により公平・厳正に運営されている登記制度が、地方の判断で運営されると、全国的な取引の信用が保てない危険性があります。

　通信や放送は、国際ルールや規格にもとづき、国内で誰もが安心して利用できるよう国がルールを定めています。自治体ごとにルールが違うと、携帯電話やネット、ＴＶなどが利用できなくなる恐れがあります。

　ハローワークの
地方移管が議論さ

れて

いますが、労働市
場が広域化する中

で、

職業紹介は同一県
内では完結しませ

ん。

また、求人の少な
い地域に住む学生

の就

職先は、都市部の
ハローワークが開

拓し

ています。雇用の
全国ネットワーク

は維

持すべきです。

都道府県をこえた
職業紹介

は国の役割発揮が
不可欠

（都道府県労働局・
労働基準監督署・

ハローワーク）

　地域毎に交通運輸の政策が異なっては、
不採算による路線バスなどの撤退、熾烈
なコスト競争による物流事故の増加など、
どこに住んでいても安心・安全に移動でき
る環境が確保できない危険性があります。

全国的な交通運輸行政で
こそ安心・安全な移動・輸送
環境が実現（地方運輸局）


